
北見市における景気動向調査報告書 
< 第 Ⅰ 四 半 期 > 

 
北 見 商 工 会 議 所 

 
Ⅰ．調 査 要 領 

 
１．調査時点及び調査対象期間 
（１）調 査 時 点       平成２６年７月１８日 
（２）調査対象期間 平成２６年４月～６月期実績および平成２６年７月～９月期見通しについて   

調査した。 
２．調 査 対 象             
  北見市に所在する企業を対象に、製造業、建設業、卸売業、小売業、サービス業の５業種１５０社 
 を往復ハガキにより調査した。 
３．回 収 状 況             
 

     企業数 
業 種 対象企業数 回答企業数 回 答 率 

製 造 業 ３０社 ２４社 ８０．０％ 

建 設 業 ３０社 ２７社 ９０．０％ 

卸 売 業 ３０社 ２６社 ８６．７％ 

小 売 業 ３５社 ２６社 ７４．３％ 

サービス業 ２５社 １６社 ６４．０％ 

合   計 １５０社 １１９社 ７９．３％ 

 
注）本調査結果の中で、Ｄ・Ｉ値とある記号は、ディフュージョン・インデックス（景気動向指数）で 
 好転企業割合から悪化企業割合を差し引いた値を示す 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



Ⅱ . 概   況 
《 全 体 の 動 き 》 

 
 平成２６年度第Ⅰ四半期<４月～６月>の北見市における業況は、前年比で「好転企業」２４．４、「悪

化企業」４２．８、「好転」から「悪化」を差し引いたＤ・Ｉ値は△１８．４となっています。このＤ・

Ｉ値を、前年同期（△１８．１）と比較してみると０．３ポイントの悪化傾向を示しています。 
 今回の業況を業種別で見ると、製造業Ｄ・Ｉ値△２０．８、建設業Ｄ・Ｉ値０、卸売業Ｄ・Ｉ値△３

０．８、小売業Ｄ・Ｉ値△３０．８、サービス業Ｄ・Ｉ値△６．１となっており、前年同期調査と比較

すると、小売業で２１．２ポイント、サービス業で５．７ポイント、建設業が４．６ポイント改善傾向

が見られる一方、卸売業で２６．３ポイント、製造業で１０．４ポイント悪化となり、業種によって明

暗が分かれる結果となりました。 

また前期調査<２５年度第Ⅳ四半期>との比較では、前回△２３．６→今回△１８．４と５．２ポイン

トの好転傾向を示しました。 

 さらに、来期の見通しを全業種で見ると「好転企業」１６．８％「悪化企業」３７．０％でＤ・Ｉ値

△２０．２と、前年同期見通し（△１０．５）に比べ９．７ポイント悪化となり、厳しさがうかがえる

来期見通しとなっています。 

 

《 業 種 別 の 動 き 》 
     

１）製 造 業        生 産 高        前年比で「増加企業」２９．２％、「減少企業」３７．５％、 
                    Ｄ・Ｉ値△８．３と前年同期に比べ３．０ポイントの悪化とな

りました。 
 
           採   算   前年比で「好転企業」２０．８％、「悪化企業」２７．５％、 
                    Ｄ・Ｉ値△６．７と、前年同期に比べ６．７ポイントの悪化傾

向を示しました。  
                  
           来期見通し   業況Ｄ・Ｉ値△１０．５、生産高Ｄ・Ｉ値△８．４、資 

                    金繰りＤ・Ｉ値△１２．５と、前年同期と比較し全て悪化の

結果となりました。 
 
 

２）建 設 業        完成工事高   前年比で「増加企業」３７．０％、「減少企業」２６．０％、 
                    Ｄ・Ｉ値１１．０とプラスの数値を示しました。 
 
           採   算   前年比で「好転企業」２２．２％、「悪化企業」２２．２％、

Ｄ・Ｉ値０と前年同期に比べて４．５ポイントの好転を示し

ています。 
 
           来期見通し   業況Ｄ・Ｉ値△１８．５、完成工事高Ｄ・Ｉ値△２５．９、

資金繰りＤ・Ｉ値△１１．１と全ての項目が悪化傾向を示し、

前年同期比に比べ厳しさの見える結果となりました。 
 



３）卸 売 業   売 上 高   前年比で「増加企業」１９．２％、「減少企業」５３．８％、 
                    Ｄ・Ｉ値△３４．６と前年同期と比べ、３４．６ポイントの大

幅な悪化傾向となりました。 
 
             採   算   前期比で「好転企業」１５．４％、「悪化企業」５０．０％、 
                    Ｄ・Ｉ値△３４．６と前年同期に比べ２０．９ポイントと大幅

な悪化となりました。 
 

          来期見通し   業況Ｄ・Ｉ値△３０．８、売上高Ｄ・Ｉ値△３４．７、資金                  
繰りＤ・Ｉ値△３０．８と、前年同期と比べ、全てが大幅な

悪化となりました。 
 

 
４）小 売 業   売 上 高   前年比で「増加企業」２３．１％「減少企業」４２．３％、 
                  Ｄ・Ｉ値△１９．２と前年同期に比べ２０．８ポイントの好転

傾向を示しました。 
 
           採   算   前年比で「好転企業」１９．２％「悪化企業」４６．２％、 
                  Ｄ・Ｉ値△２７．０と前年同期に比べ１３．０ポイントの好転

傾向を示しました。 
 
           来期見通し   業況Ｄ・Ｉ値△１９．３、売上高Ｄ・Ｉ値△２３．１、資金 
                   繰りＤ・Ｉ値△２７．０と、前年同期と比べ、マイナス値では

あるものの全て好転傾向を示しました。 
 
           
５）サービス業   売 上 高   前年比で「増加企業」２５．０％、「減少企業」５０．０％、

Ｄ・Ｉ 値△２５．０と前年同期に比べ、１３．２ポイントの悪

化を示しました。 
 
          採    算    前年比で「好転企業」１８．８％、「悪化企業」４３．８％、 
                   Ｄ・Ｉ値△２５．０と前年同期に比べ、４．５ポイントの好転

を示しました。 
 
                    来期見通し   業況Ｄ・Ｉ値△１８．７、売上高Ｄ・Ｉ値△３１．２、資金 

                   繰りＤ・Ｉ値△３７．５と、前年同期に比べ、業況と資金繰り

は若干好転したものの、売上高は若干悪化となりました。 



23.7～9 23.10～12 24.1～3 24.4～6 24.7～9 24.10～12 25.1～3 25.4～6 25.7～9 25.10～12 26.1～3 26.4～6 

２３年度Ⅱ ２３年度Ⅲ ２３年度Ⅳ ２４年度Ⅰ ２４年度Ⅱ ２４年度Ⅲ ２４年度Ⅳ ２５年度Ⅰ ２５年度Ⅱ ２５年度Ⅲ ２５年度Ⅳ ２６年度Ⅰ 

全業種 -16.4 -11.0 -28.7 -9.2 -17.9 -18.5 -23.6 -18.1 -9.3 -0.9 -23.6 -18.4

製造業 -38.5 -27.3 -33.3 -19.1 4.7 -8.8 -9.5 -10.4 -9.0 -4.3 9.6 -20.8

建設業 -3.6 -4.0 -28.0 0.0 -20.8 -4.3 -13.0 -4.6 13.7 31.9 23.0 0.0

卸売業 9.2 4.8 -17.4 -9.1 -14.3 -12.5 -17.3 -4.5 0.0 0.0 29.7 -30.8

小売業 -47.6 4.2 -38.1 -16.7 -36.5 -35.0 -41.0 -52.0 -9.5 -4.5 17.3 -30.8

サービス業 0.0 -41.1 -27.8 0.0 -22.2 -38.9 -41.3 -11.8 -47.3 -35.3 -61.2 -6.1
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業況（前年同期比） 

全業種 製造業 建設業 卸売業 小売業 サービス業 



業 種 別   経 営 上 の 問 題 点            

 
１ 位 ２ 位 ３ 位 ４ 位 ５ 位 

製 造 業 諸 経 費 増 得 意 先 減 少 人 材 不 足 同業者間の競合 人 件 費 増 

建 設 業 人 材 不 足 諸 経 費 増 人 件 費 増 同業者間の競合 得 意 先 減 少 

卸 売 業 諸 経 費 増 同業者間の競合 得 意 先 減 少 人 件 費 増 人 材 不 足 

小 売 業 得 意 先 減 少 同業者間の競合 諸 経 費 増 人 材 不 足 売掛金回収難 

サービス業 諸 経 費 増 人 件 費 増 得 意 先 減 少 同業者間の競合 人 材 不 足 

合   計 諸 経 費 増 人 材 不 足 同業者間の競合 得 意 先 減 少 人 件 費 増 

※ 問題点は、各業種とも３つ選択。 

○ 前年同期と比較すると、１位が「諸経費増」となり、２位には「人材不足」、前年同期１位だった「同

業者間の競合」は３位、同２位だった「諸経費増」が４位、５位は変わらずという結果となった。 

一方で、業種別で見ても、「諸経費増」が全部の業種で３位以上となっており、消費税増税による影

響が伺える。 

 

 

※その他及び具体的な問題点の記載事項 

（製造） ○公共（市）事業の需要が減る影響は大（鋳物） 

      

（建設） ○技術者・職人の高齢化（土木建築） 

     ○技術者不足（電気設備、一般土木) 

     〇資材の高騰（板金） 

     〇人手不足（板金） 

 

（卸売） ○消費減 (食品) 

     ○海外工賃の高騰、大手の道内進出（作業服） 

     ○大手競合（医療介護） 

     ○少子化（玩具） 

     〇人材確保（肥料） 

 

（小売） ○仕入先減少（衣料品） 

（サービス） 〇資材・燃料高騰（ホテル） 

       〇人材不足（ヘアーショップ） 

 

※消費税増税の影響について     ※重複回答 

（製造） ○価格転嫁が難しい（印刷） 



     〇資金繰り困難 

 

（建設） ○売上増ではなく利益増を重視している（板金） 

     

（卸売） ○買い控え（食品） 

     ○転嫁難しい（介護、石油） 

     ○反動による売上減（肥料） 

     

（小売） ○客単価が低い傾向（菓子） 

     〇買い控え（家具） 

 

業 況 

  （太字アンダーラインは複数事業所が回答） 

 

製造業 ⇒ 好転（菓子、農産加工、木製品、一般機械、） 

        悪化（印刷、木製品、農機具、ブロック） 

 

建設業 ⇒ 好転（建築、一般住宅、土木・管） 

        悪化（土木・とび） 

 

  卸売業 ⇒ 好転（作業服、製材、建築・資材） 

        悪化（塗料、玩具、介護、米、家電、石油） 

 

小売業 ⇒ 好転（食肉、水産、家電） 

        悪化（米、家具、靴、紳士服、青果） 

 

サービス業 ⇒ 好転（ホテル、ＩＴ） 

          悪化（ホテル、飲食、理容） 

 


